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表紙

(
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項)

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書

面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事

項記載書面）への記載を省略しております。

第64回定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

●　事業報告

「業務の適正を確保するための体制」

「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

●　連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

●　計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第64期

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

内外テック株式会社
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、「内部統制システムの基本方

針」として取締役会で以下のとおり定めております。（最終改訂決議日　2022

年９月９日）

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

① 取締役、執行役員及び使用人は、「内外テックグループ経営理念」

「内外テックグループ企業行動憲章」「倫理基準」「行動指針」「コ

ンプライアンス規程」及び「コンプライアンス・マニュアル」に則り

行動する。

② 取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款及び「取

締役会規程」その他の社内規程等に従い、重要事項を決定するととも

に、取締役の職務の執行を監督する。

③ 取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図

るため執行役員制を採用する。

④ 取締役会の諮問機関として、「コーポレート・ガバナンス委員会」と

「報酬委員会」を設置する。「コーポレート・ガバナンス委員会」は

コーポレート・ガバナンスに関する重要な事項・取締役の指名等につ

いて協議・提言を行うことで、より一層の経営の透明性と公正性の確

保と、持続的な成長及び長期的な企業価値の最大化を図ることを目的

に運用する。また、「報酬委員会」は、取締役の報酬・報酬制度等に

ついて審議・提言を行うことで、公正かつ迅速な意思決定を促す。

⑤ 取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会

決議及び社内規程に従い、担当業務を執行する。

⑥ 執行役員は、取締役会の決定の下、取締役会及び代表取締役の委任に

基づき、担当職務を執行する。

⑦ 監査役は、独立した立場から、「監査役会規程」及び「監査役監査基

準」に則り、取締役の職務執行の適正性を監査、及び内部統制システ

ムの整備・運用状況の監視・検証を実施する。

⑧ 代表取締役直轄の内部監査室を設置する。内部監査室は、「内部監査

規程」に基づき当社及び当社子会社の業務全般に関し、法令、定款及

び社内規程の遵守状況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等につ

き、定期的に内部監査を実施する。

⑨ コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を設置する。コンプラ

イアンス・リスクマネジメント委員会は、「倫理基準」や「コンプラ

イアンス・マニュアル」の遵守状況を把握するとともに指導・教育等

を行う。コンプライアンスに関する違反等の事態が発生した場合に

は、その内容、対処及び再発防止策を取締役及び監査役に報告する。
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業務の適正を確保するための体制

⑩ 職員の法令違反行為に関する相談及び通報を適正に処理する仕組みと

してコンプライアンス相談制度を設け、「コンプライアンス規程」

「コンプライアンス相談制度運営要領」に基づき運用を行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役は、取締役会議事録その他法定の作成資料及び取締役の職務の

執行に係る情報や文書を、「規程等管理規程」「文書管理規程」「IT

マニュアル」その他の社内規程に従い、適正に内容を記録し、保存媒

体に応じて適切に保存及び管理し、社外からの不正アクセスに備える

とともに、それらを閲覧することができる体制を整備し、法令等に従

い適時かつ適切に開示する。

② 会社の重要な情報の開示に関連する規程を整備し、開示すべき情報が

法令等に従い、適時に正確かつ十分に開示される体制を整備する。

③ 個人情報・営業秘密ほか法令上一定の管理が求められる情報について

は、関連する規程を整備し、管理方法の周知徹底を図る。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理体制として「リスク管理規程」を制定し、事業内容ごとに

会社経営に重大な影響を及ぼすリスクを識別し、当該リスクの発生可

能性及びリスクがもたらす影響の大きさを分析し、経営環境変化等を

踏まえた評価を行い、適時かつ適切な対策を実施する。

② リスク管理の実効性を確保するため、コンプライアンス・リスクマネ

ジメント委員会を設置し、事業活動に係る潜在リスクの把握と予防

策、リスクの対処方針、経営リスクに関する対応策等の協議を行う。

③ 緊急時には「リスク管理規程」「経営リスク管理要領」「事業継続計

画」等に基づき、緊急対策本部を設置し、迅速かつ適切に対応する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会における審議の活性化を図るために資料の事前配布、年間の

開催スケジュールの決定、審議項目数や開催頻度の設定を行うととも

に審議時間の確保に努める。

② 取締役会事務局および各議案の担当取締役は、社外役員の実効性を高

めるため取締役会開催前に、事前説明を行う等、必要に応じて十分な

情報提供を行う。

③ 執行役員は、取締役会で定めた中期経営目標および予算に基づき効率

的な職務執行を行い、予算の進捗状況については、執行役員会等で確

認し、グループ経営会議・取締役会に報告する。
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業務の適正を確保するための体制

④ 適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「職務権限規程」「稟

議規程」等社内規程を整備し、職務執行に関する責任と権限を明確に

する。

⑤ ＩＴ環境を整備し、社外取締役を含めた取締役の情報入手を支援す

る。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制として、「関係会社管理規程」を定め、子会社管理担当取締役にお

いて、子会社から子会社の財務情報その他の重要な情報の報告を受け

る。

② 子会社には原則として当社役員を派遣し、当該役員が各子会社におけ

る職務執行の監督・監査を行うことにより、子会社における取締役等

及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合するように努めるととも

に、子会社の経営管理及び経営指導にあたる。

③ 子会社の経営上の重要事項に関しては、当社の承認を要する事項や当

社への報告を要する事項を定める。

④ 連結ベースにて経営計画を策定し、当該経営計画の達成のため子会社

の経営指導・支援を実施する。

⑤ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制として、「コン

プライアンス・リスクマネジメント委員会運営要領」に基づき、コン

プライアンス・リスクマネジメント委員会において子会社の事業に係

るリスクの把握と管理を行う。

⑥ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するため、「企業行動憲章」「倫理基準」「行動指針」

「コンプライアンス規程」「コンプライアンス・マニュアル」を制定

し、法令等遵守体制を整備する。

また、海外子会社においては、当該国の法令・慣習等の違いを勘案

し、適切な方法により体制の整備に努める。

当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理と子会社

が認めた場合、また子会社の使用人が法令・定款等に違反する行為を

発見した場合には直ちに当社取締役及び当社監査役に報告される体制

を整備する。

⑦ 内部監査室は、業務の適正の確保につき、子会社の内部統制システム

の整備状況の監査を実施する。
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(6) 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及

び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役は、監査業務に必要な事項を内部監査室に要請することができ

るほか、監査役が求めた場合には、監査役の職務を補助する専任の使

用人を配置する。

② 内部監査室は監査役の要請があるときは取締役等の指揮命令を受けな

い。また監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動及び評価等に

ついては、監査役の同意を必要とする。

(7) 取締役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人が監査役に報告するた

めの体制その他の監査役への報告に関する体制

① 監査役は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、取締役等からそ

の職務執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。

② 取締役、執行役員及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人は、

会社の業務または業績に影響を与える重要な事項、法令・定款に違反

する、またはその恐れがある行為を発見した場合は、その事実に関す

る事項について、適時、適切な方法により監査役に報告を行う。な

お、監査役から会社情報の提供を求められたときには、遅延なく情報

の提供を行う。

③ 内部監査室は、当社及び子会社の内部監査の結果を監査役会及び取締

役会に直接報告する。

④ コンプライアンス相談窓口は当社及び子会社に著しい損害を及ぼすお

それがある事実等を確認した場合は、速やかに当社取締役・監査役に

報告する。

(8) 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

監査役への報告をした者が、当該報告をしたことを理由に不利な取扱い

を受けない体制の整備を行う。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事

項

監査役が職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をし

たときは、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当

該費用または債務の処理をする。
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(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が取締役並びに会計監査人と定期的な意見交換を行い、また内部

監査室と連携を図り監査役の監査が実効的に行われる体制を整備する。

(11) 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方

針」を定め、財務報告に係る内部統制の整備を行うとともに、その運用状

況を定期的に評価し、維持及び改善にあたる。

(12) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制

反社会的勢力とみなされる個人及び団体とは、いかなる場合においても

経済的な利益供与を行わないこと並びに社会の秩序や安全に脅威を与える

反社会的勢力に対し、弁護士・警察・地域社会等と連携して毅然とした態

度で組織的にその排除に取り組むことを定め、運用のための社内体制を整

備する。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(1) 内部統制全般

業務執行部門から独立した内部監査室が内部監査規程、内部監査基本計

画に基づき遵法のみならず業務活動の有効性や効率性、諸規定の適正性や

妥当性について監査を実施し、監査役会及び取締役会に直接報告を行いま

した。

また、独立社外取締役が委員長を務めるコーポレート・ガバナンス委員

会ではコーポレート・ガバナンスに関する重要事項等について協議を行

い、必要に応じ取締役会に助言、提言を行いました。

取締役会は、社外取締役３名を含む取締役７名で構成されており、各取

締役が活発な意見交換を行い、取締役の職務執行に対する監視・監督が確

保されております。

常勤監査役１名、社外監査役２名で構成される監査役会及び各監査役

は、経営全般に対し必要に応じ意見を述べました。

(2) 効率的職務執行

職務の執行が効率的に行われることを確保するため、2018年度より執行

役員制度を導入し、業務執行の責任と権限を明確にし、意思決定の迅速化

を図るとともに計画実行の確実性とスピードを高めております。

2024年度におきましては、定例及び臨時開催分を合わせ、取締役会は14

回、執行役員会は14回開催しました。

(3) コンプライアンス

2015年にグループ内で制定しました「コンプライアンスと顧客信頼第一

の日」（９月19日、３月19日）を中心に、コンプライアンス意識の向上を

目的とした教育研修及びチェックリストによる確認を実施しました。

人材開発室は、従業員一人一人との面談や職場環境アンケートを実施し

職場環境・コンプライアンス状況の把握に努めるとともに、コンプライア

ンス通信の配信、ハラスメント防止や情報管理等をテーマとした教育研修

を実施しました。さらに、各自が適宜チェックできるようにコンプライア

ンスカードを配付しました。

また、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報のため、女性

を含めた社内窓口と社外の弁護士を直接の情報受領者とする外部窓口を設

置し、通報者の保護を徹底した内部通報制度を運用しております。
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(4) リスクマネジメント及び情報セキュリティ

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を12回開催し、当社グル

ープの事業活動に係る各種発生事案及び潜在リスクに対し内容の把握と予

防策の立案を行いました。

情報セキュリティにおきましては、なりすましメール訓練のほか情報セ

キュリティ教育を実施し従業員の情報セキュリティ意識を高めるととも

に、メール（添付ファイル）開封に係る物理的対策を実施しました。

また、当社グループでは、既にネットワークのセキュリティ強化のため

ＵＴＭ（Unified Threat Management：総合脅威管理）を導入しておりま

すが、ランサムウェア攻撃が多発している昨今の環境を踏まえ、情報セキ

ュリティインシデント発生時における調査体制の強化を実施しました。

(5) グループ内部統制

コーポレート・ガバナンス委員会を20回開催し、グループの持続的な成

長、新たな価値創造、長期的な企業価値の最大化を図るため、グループ内

部統制、グループガバナンス体制に関する事項について協議を行い、必要

に応じて取締役会へ助言・提言をしました。

また、当社子会社からは、関係会社管理規程に基づき、適宜、当社への

報告が行われるとともに、当社取締役のうち３名が当社各子会社の取締役

を兼職し、当社子会社の決議に参加する他、当社子会社の経営等に係る重

要事項については、親会社である当社の取締役会における承認・報告を必

要とする体制をとり、これを実施しました。

内部監査室は、関係会社内部監査室・監査役と連携し、内部監査基本計

画に基づきグループ各社の内部監査を実施しました。

(6) 財務報告に係る内部統制

内部監査室において、全社的な内部統制の検証、業務プロセスや決算・

財務報告プロセスの運用テスト等の実施により金融商品取引法に基づく財

務報告に係る内部統制の有効性の評価を行い、会計監査人と確認を行いま

した。

(7) 反社会的勢力の排除

当社及び当社国内子会社において、取引開始にあたり、反社会的勢力該

当調査を実施し、反社会的勢力排除条項を含んだ契約書の締結を行うとと

もに、既取引先について、定期的な見直しを実施しました。

また、警察当局、関係団体などと連携し、反社会的勢力及び団体に関す

る情報の収集、管理を行うとともに、全社員に対し社内研修を実施し、反

社会的勢力の排除に努めました。
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連結株主資本等変動計算書

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,863,610 2,127,592 6,945,770 △103,584 10,833,389

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △325,383 △325,383

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,049,341 1,049,341

自 己 株 式 の 取 得 △264 △264

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 723,958 △264 723,693

当 期 末 残 高 1,863,610 2,127,592 7,669,728 △103,849 11,557,083

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 574,938 24,867 5,450 605,256 11,438,646

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △325,383

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,049,341

自 己 株 式 の 取 得 △264

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△242,103 4,646 15,346 △222,111 △222,111

当 期 変 動 額 合 計 △242,103 4,646 15,346 △222,111 501,582

当 期 末 残 高 332,835 29,513 20,796 383,145 11,940,228

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社

・連結子会社の数 ２社

・連結子会社の名称 内外エレクトロニクス株式会社

納宜伽義機材（上海）商貿有限公司

②　非連結子会社 該当ありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用会社 該当ありません。

②　持分法非適用会社 該当ありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、納宜伽義機材（上海）商貿有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類作成にあたっては、当該子会社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連

結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等　　　時価法によっております。（評価差額は全部純資産直

　以外のもの　　　　　　　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

ロ．棚卸資産 移動平均法による原価法によっております。（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算出しております。）

②　重要な固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法を採用しております。

　（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。

　（リース資産を除く） ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。
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連結注記表

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞

与支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上して

おります。

④　収益及び費用の計上基準

当社グループは、空気圧機器・真空機器・温度調節機器等の各種コンポーネンツ及び同

装置の販売並びに装置組立・受託加工・工程管理・情報機器組立・保守メンテナンス等の

受託製造を行っております。

当社グループの、顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の

とおりであります。

イ．商品販売 顧客との契約に基づき商品を引き渡す履行義務を負っ

ており、商品を引き渡した時点で当該履行義務が充足

されたと判断し、収益を認識しております。なお、国

内の販売について、出荷時から顧客による検収までの

期間が通常の期間である場合においては、出荷時に収

益を認識しております。

また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理

人に該当する取引については、顧客から受け取る額か

ら商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認

識しております。

ロ．受託製造 顧客との契約に基づき製品を引き渡す履行義務を負っ

ており、製品を引き渡し顧客の検収が完了した時点で

当該履行義務が充足されたと判断し、収益を認識して

おります。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。また

当社では簡便法を採用しております。

イ．退職給付見込額の 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

　　期間帰属方法 結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異 　　過去勤務費用については、発生年度において一括して
　　及び過去勤務費用 　　費用処理しております。
　　の処理方法 　　　　　　　 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生
　　　　　　　　　　　　　　　　時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
　　　　　　　　　　　　　　　　年数による定額法により案分した額をそれぞれ発生の
　　　　　　　　　　　　　　　　翌連結会計年度から費用処理することとしておりま
　　　　　　　　　　　　　　　　す。
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連結注記表

ハ．小規模企業等にお 　　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
　　ける簡便法の採用　　　　　　に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
　　　　　　　　　　　　　　　　債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２.会計上の見積りに関する注記

 　繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前）　 385,137千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　連結計算書類に計上した繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益

力に基づく課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

② 将来の事業計画における主要な仮定

　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としておりま

す。

　同事業計画では、当社グループが参画しております半導体市場や半導体製造装置市

場が過去より景気変動が激しい市場であること、及び当社グループが特定の取引先に

対しての売上依存度が高い（2025年３月期72.5%）ことから、国際半導体製造装置材料

協会 (SEMI)及び日本半導体製造装置協会（SEAJ）などの需要予測に加え、当該取引先

の生産動向に基づき受注状況を予測しております。

　また、エネルギー価格や原材料価格の高騰、賃金の上昇などの下押し要因を一定の

範囲で仮定を置いております。

　上記の主要な仮定は、将来の不確実な経済条件や半導体市場及び半導体製造装置市

場の変動の結果によって影響を受ける可能性があり、将来の課税所得の結果が予測・

仮定と異なる場合は、繰延税金資産の回収可能性の評価が異なる可能性があります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,342,440千円

預金 48,000千円

建物 2,395,059千円

土地 813,767千円

投資有価証券 355,241千円

計 3,612,067千円

１年内返済予定の長期借入金 833,720千円

長期借入金 2,167,460千円

計 3,001,180千円

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 3,553千株 － 千株 － 千株 3,553千株

決議
株式の

種　類

配当金

の総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2024年５月15日

取締役会
普通株式 325,383千円 93円 2024年３月31日 2024年６月10日

決議
株式の

種　類

配当金

の総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2025年５月14日

取締役会
普通株式 349,866千円 100円 2025年３月31日 2025年６月９日

３．連結貸借対照表に関する注記

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
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連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

① 投資有価証券

　その他有価証券 560,855 560,855 －

②
長期借入金（１年以内に
返済予定のものを含
む。）

(3,293,984) (3,257,929) △36,054

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等に限定し、また、資金調達については主とし
て銀行等金融機関からの借入により調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理に関する内部管理規程に沿って

リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式につい
ては四半期毎に時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。なお、借入金の金利変動リスクに

ついては、金利動向を注視し、必要に応じて対策を図ることとしております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結決算日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りです。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額89,090千円）は、「その他有
価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子
記録債権、売掛金、支払手形、電子記録債務及び買掛金は短期間で決算されるため時価が帳
簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 560,855 － － 560,855

資産計 560,855 － － 560,855

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（1年以内返済

予定を含む）
－ 3,257,929 － 3,257,929

負債計 － 3,257,929 － 3,257,929

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日）

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金（1年以内返済予定を含む）

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法により算出しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
合計

販売事業 受託製造事業

東京エレクトロンテクノロジー

ソリューションズ株式会社
10,310,764 182,246 10,493,011

東京エレクトロン宮城株式会社 5,369,912 2,340,881 7,710,794

東京エレクトロン九州株式会社 6,825,252 342,523 7,167,775

その他 8,794,412 3,401,873 12,196,286

顧客との契約から生じる収益 31,300,342 6,267,525 37,567,867

その他の収益 － － －

セグメント間の内部売上高また

は振替高
△398,251 △1,831,916 △2,230,168

外部顧客への売上高 30,902,090 4,435,609 35,337,699

６．収益認識に関する注記

（1）収益の分解

顧客との契約から認識した収益の分解は、以下のとおりです。

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年3月31日）

（単位：千円）

（2）収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は主に、役務提供の前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表

上、流動負債の「その他」に含まれております。

当連結会計年度における契約負債の内訳は以下のとおりであります。

契約負債（期首残高）　　3,021千円

契約負債（期末残高）　　6,095千円

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務

上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に

含めておりません。
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連結注記表

１株当たり純資産額 3,412円80銭

１株当たり当期純利益 299円93銭

場所 用途 種類 金額

大阪府大阪市 事業用資産 建物及び構築物 2,505千円

佐賀県三養基郡 事業用資産 建物及び構築物 1,758千円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 132,954千円

７．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．固定資産の減損損失に関する注記

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて固定資産の減損損
失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

(2) 減損損失の認識に至った経緯

事業用資産については収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、減損損
失を認識するものであります。

(3) 資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所等を基本単位とし、事業所以外の賃
貸用不動産、遊休不動産については個別の物件毎にグルーピングしております。

(4) 回収可能価額の算定方法

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、土地については
不動産鑑定評価等により評価し、その他の資産については帳簿価額を備忘価額まで減額して
おります。

１０．研究開発費に関する注記
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当座貸越及びコミットメントライン極度額の総額 2,650,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,650,000千円

１１．当座貸越契約及びコミットメントライン契約に関する注記

　運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約及びコミットメ

ントライン契約を締結しております。

　当連結会計年度末における当座貸越契約及びコミットメントライン契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。

１２．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

その他資
本剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,863,610 1,795,749 331,843 2,127,592 24,538 670,000 4,566,083 5,260,621

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △325,383 △325,383

当 期 純 利 益 455,388 455,388

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― 130,004 130,004

当 期 末 残 高 1,863,610 1,795,749 331,843 2,127,592 24,538 670,000 4,696,087 5,390,626

株主資本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額
等 合 計

当 期 首 残 高 △103,584 9,148,240 574,938 574,938 9,723,179

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △325,383 △325,383

当 期 純 利 益 455,388 455,388

自 己 株 式 の 取 得 △264 △264 △264

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△242,103 △242,103 △242,103

当 期 変 動 額 合 計 △264 129,739 △242,103 △242,103 △112,363

当 期 末 残 高 △103,849 9,277,980 332,835 332,835 9,610,816

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等　　　　時価法によっております。（評価差額は全部純資産直

　以外のもの　　　　　　　　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品・貯蔵品 移動平均法による原価法によっております。（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算出しております。）

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。

　（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

②　無形固定資産 定額法を採用しております。

　（リース資産を除く） ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞

与支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務（自己都合退職による期末要支給額）

の見込額に基づき計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社は、空気圧機器・真空機器・温度調節機器等の各種コンポーネンツ及び同装置の販

売を行っております。これらの商品販売においては、顧客との契約に基づき商品を引き渡

す履行義務を負っており、商品を引き渡した時点で当該履行義務が充足されたと判断し、

収益を認識しております。

なお、国内の販売について、出荷時から顧客による検収までの期間が通常の期間である

場合においては、出荷時に収益を認識しております。

また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧

客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま

す。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 974,780千円

建物 308,780千円

土地 276,367千円

投資有価証券 355,241千円

計 940,388千円

１年内返済予定の長期借入金 537,600千円

長期借入金 555,760千円

計 1,093,360千円

短期金銭債権 184,441千円

短期金銭債務 396,880千円

内外エレクトロニクス株式会社 420,798千円

納宜伽義機材（上海）商貿有限公司 2,148千円

売上高 399,633千円

仕入高 3,718,610千円

その他の営業取引 267,911千円

営業取引以外の取引高 35,693千円

２．会計上の見積りに関する注記

　　　繰延税金資産の回収可能性

　　　　（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　　 繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前） 　242,842千円

　　　　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　　　（1）の金額の算出方法は、連結注記表「２.会計上の見積りに関する注記　繰

　　　　　延税金資産の回収可能性」の内容と同一であります。

３．貸借対照表に関する注記

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

(3) 関係会社に対する金銭債権・債務

(4) 保証債務

①　関係会社の金融機関からの借入等に対する債務保証額

②　関係会社の仕入債務に対する債務保証額

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
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株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 54,349株 87株 －株 54,436株

退職給付引当金 111,947千円

減損損失 31,473千円

長期未払金 20,944千円

商品等評価損 66,965千円

賞与引当金 28,786千円

投資有価証券評価損 10,664千円

関係会社株式評価損 20,991千円

関係会社出資金評価損 54,101千円

その他 28,634千円

繰延税金資産小計 374,508千円

評価性引当額 △131,666千円

繰延税金資産合計 242,842千円

その他有価証券評価差額金 136,021千円

資産除去債務 849千円

繰延税金負債合計 136,871千円

繰延税金資産純額 105,971千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

繰延税金負債

(2) 法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日に国会で

成立したことに伴い、2026年４月１日以後に開始する事業年度より、「防衛特別法人税」

の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係

る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.4％から31.3％に変更し

計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）は

０百万円、法人税等調整額が３百万円、その他有価証券評価差額金が３百万円、それぞれ

減少しております。
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種類 会社等の名称

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
の 割 合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 内 容 取 引 金 額 科　　目 期 末 残 高

子会社

内外エレク

トロニクス

株 式 会 社

100％

商品の販売

商品の仕入

債務保証

担保の提供

設備の賃貸借

役員の兼任

資金の援助

商品販売(注)１ 245,261
売掛金 178,244

請負業務(注)１ 152,990

商品仕入(注)１ 3,662,019 買掛金 385,799

業務受託手数料 6,569 ― ―

倉庫・事務所賃借(注)２ 263,070 前払費用 24,831

工場賃貸(注)２ 26,913 前受収益 2,467

債務保証等(注)３ 420,798 ― ―

資金の貸付(注)４ ―

関係会社

短期貸付金
13,320

関係会社

長期貸付金
90,110

受取利息 2,209 未収収益 34

１株当たり純資産額 2,747円00銭

１株当たり当期純利益 130円16銭

コミットメントライン極度額の総額 2,300,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,300,000千円

７．関連当事者との取引に関する注記

子会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 市場価格、総原価を勘案して随時価格交渉の上、取引条件を決定しております。
２. 倉庫・事務所・工場の賃貸借については、近隣の取引実勢に基づいて決定しており

ます。
３. 当社は内外エレクトロニクス株式会社の銀行借入に対して債務保証、不動産及び預

金担保の提供を行っており、「取引金額」は期末残高を記載しております。
なお、保証料は受領しておりません。

４. 資金の貸付については、市場金利を勘案し、決定しております。

８．収益認識に関する注記

　収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（5）収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記

10．コミットメントライン契約に関する注記

運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行４行とコミットメントライン契

約を締結しております。

当事業年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりで

あります。

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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